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2　長岡大学の鯉江でございます。よろしくお願いいたします。本日は、長岡市産業連関表をもとに、長岡市の産業
構造の特徴と長岡花火の経済効果についてお話しさせていただきます。
Ⅰ．長岡市産業連関表からみた長岡市の産業構造
１．長岡市産業連関表の構造
　昨年度長岡市から委託を受けまして、「長岡市成長産業可能性調査」ということで、長岡市の産業連関表を作成
いたしました。長岡市では産業連関表を作ったのははじめての経験になります。なお、全国的に政令指定都市以外
で産業連関表をもっている地域というのは非常に少なくて、私の知る限りでは県内初と思います。
　産業連関表というのはどういう表なのか ―― 経済学を専門にされてきた方々はある程度はわかるかと思うです
が、そうでない方は、産業連関表はなんなんだろうということになるかと思います。
図表Ⅰ-1 　産業連関表の構造
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3　最初に、産業連関表の構造について簡単に説明させていただきます。ある一つの産業部門は他の産業部門から原
材料や燃料等を購入し、これに労働・資本等を投入して加工し、別の財・サービスを生産します。そして、その
財・サービスをさらに別の産業部門における生産の原材料等として、あるいは家計部門等に最終需要として販売し
ます。このような「購入―生産―販売」という関係が連鎖的につながり、最終的には、各産業部門から家計、政
府、輸出などの最終需要部門に対して、必要な財・サービスが供給されて、取引は終了するわけです。産業連関表
はこのようにして、財・サービスが最終需要部門に至るまでに、各産業部門間でどのような投入・産出という取引
過程を経て、生産・販売されたものであるのかを、一定期間 ―― 通常一年間ですが ―― にわたって記録し、その結
果を行列の形で一覧表にまとめたものです。
　図表Ⅰ―１をご覧ください。こちらが、産業連関表の基本的な形です。まず表頭を見ていただきますと、各財・
サービスの買い手部門にあたります。大きく中間需要部門と最終需要部門からなっています。中間需要部門という
のは原材料を買っている企業ということになるわけです。最終需要というのはこの場合投資も含みますが、機械な
どの完成品を買っていたり、あるいは消費財を買っている部門が最終需要になるわけです。
　一方、表側には財・サービスの売り手側の部門が掲げられ、中間投入部門と粗付加価値部門からなっているとい
うことになります。つまりどういうことかといいますと、産業連関表では縦方向の系列の並びを「列」といいま
す。列にはその部門の財・サービスの生産に当たって用いられた原材料・燃料・労働力などへの支払いの内訳、つ
まり費用構成が示されている。一方で、横方向に見ますと ―― それを「行」と呼ぶわけですが、行にはその部門の
財・サービスがどの需要部門でどれだけ用いられたのか、その販売先の内訳、販売先構成が示されており、産業連
関表ではこの販売を「産出」と呼んでおります。
　ここで注意していただきたいのは中間需要です。つまり原材料として売られた部門も含んでいますので、産業連
関表における国内生産額と、GDPとかGDEの数字は異なります。
　GDPあるいは市内総生産というのはどこの部分に当たるかというと、この輸入を含んだ最終需要部門の合計＝粗
付加価値部門の合計ですが、産業連関表の右側に飛び出した部門と下側に飛び出した部分の合計がほぼ国民経済計
算におけるGDPの概念に一致します。したがって、産業連関表の国内生産額というのはGDPの倍ぐらいの数字に
なっています。
２．平成12年から18年の部門別国内生産額の変化
　図表Ⅱ－２をご覧ください。平成12年のわが国の国内生産額は、958兆8865億円であり、平成18年のそれは964兆
8532億円で、この間の年平均成長率は0.1パーセントです。その平成12年から平成18年の間にかけて、成長が著しい
産業のところに網掛けがしてあります。
　いくつか紹介していきますと、まず42番です。非鉄金属製錬・精製が、年平均14.1パーセントの成長をしておりま
す。23番の有機化学基礎製品が、11.6パーセント。38番の銑鉄・粗鋼が10.3パーセント。29番の石油製品が9.4パーセ
ント。60番の船舶・同修理が7.4パーセント。93番の介護が7.2パーセントであったわけです。
　これらを大分類でまとめてみると、石油・石炭製品とか、鉄鋼、非鉄金属、輸送用機械、医療、保険、社会保
障、介護の成長が著しいことになります。長岡市は、新潟県もそうなのですが、平成12年の産業連関表しかありま
せんので、12年から17年にかけての影響を見ることはできないのですが、国は延長表というものをつくっておりま
して、18年までみることができるので、それを元に部門別の成長をみると、特に皆さんが注目しているような医
療、保険、社会保障、介護、この分野は成長がかなりみられたということが明らかになります。
4国　内　生　産　額
コード 部門名
平成１２年 平成１８年 年平均成長率
（百万円） （百万円） （％）
001 耕種農業 7,581,853 6,859,537 -1.7 
002 畜産 2,844,641 2,983,939 0.8 
003 農業サービス 593,529 592,446 0.0 
004 林業 1,422,554 937,023 -6.7 
005 漁業 1,927,112 1,669,425 -2.4 
006 金属鉱物 14,782 8,763 -8.3 
007 非金属鉱物 1,239,610 936,181 -4.6 
008 石炭 36,504 11,165 -17.9 
009 原油・天然ガス 87,756 101,968 2.5 
010 食料品 26,003,923 24,190,620 -1.2 
011 飲料 8,721,258 8,392,820 -0.6 
012 飼料・有機質肥料（除別掲） 1,166,002 1,456,326 3.8 
013 たばこ 3,033,436 2,492,899 -3.2 
014 繊維工業製品 2,855,392 2,109,499 -4.9 
015 衣服・その他の繊維既製品 4,238,213 2,471,254 -8.6 
016 製材・木製品 3,161,236 2,492,689 -3.9 
017 家具・装備品 2,979,129 2,384,554 -3.6 
018 パルプ・紙・板紙・加工紙 4,992,409 4,630,757 -1.2 
019 紙加工品 3,729,121 3,454,298 -1.3 
020 出版・印刷 12,025,177 11,225,457 -1.1 
021 化学肥料 374,285 305,473 -3.3 
022 無機化学基礎製品 1,987,265 1,842,954 -1.2 
023 有機化学基礎製品 1,827,678 3,522,901 11.6 
024 有機化学製品 4,964,376 5,535,596 1.8 
025 合成樹脂 2,862,004 3,026,676 0.9 
026 化学繊維 633,133 545,665 -2.4 
027 医薬品 6,473,915 6,258,881 -0.6 
028 化学最終製品（除医薬品） 6,979,796 6,928,776 -0.1 
029 石油製品 11,831,116 20,235,842 9.4 
030 石炭製品 1,152,291 1,650,655 6.2 
031 プラスチック製品 10,247,750 11,079,011 1.3 
032 ゴム製品 2,992,608 3,247,426 1.4 
033 なめし革・毛皮・同製品 664,518 476,655 -5.4 
034 ガラス・ガラス製品 1,711,044 1,832,320 1.1 
035 セメント・セメント製品 3,981,585 2,967,148 -4.8 
036 陶磁器 840,472 768,971 -1.5 
037 その他の窯業・土石製品 1,835,980 1,757,117 -0.7 
038 銑鉄・粗鋼 4,514,100 8,140,452 10.3 
039 鋼材 9,249,993 13,539,056 6.6 
040 鋳鍛造品 1,754,181 2,019,384 2.4 
041 その他の鉄鋼製品 1,641,264 2,220,493 5.2 
042 非鉄金属製錬・精製 1,414,159 3,119,604 14.1 
043 非鉄金属加工製品 4,723,605 6,151,840 4.5 
044 建設・建築用金属製品 5,327,978 4,709,419 -2.0 
045 その他の金属製品 8,124,410 7,980,809 -0.3 
046 一般産業機械 9,253,988 9,847,448 1.0 
047 特殊産業機械 11,609,711 14,111,145 3.3 
048 その他の一般機器 3,755,616 4,097,939 1.5 
049 事務用・サービス用機器 3,967,358 3,769,633 -0.8 
050 民生用電子・電気機器 7,523,603 7,154,832 -0.8 
051 電子計算機・同付属装置 7,453,468 3,826,240 -10.5 
052 通信機械 5,495,750 4,116,471 -4.7 
図表Ⅰ- 2　平成 12 年－ 18 年国内生産額（国内需要＋輸出）比較表
　表中、網掛けは年平均成長率が２％以上の部分である。
5国　内　生　産　額
コード 部門名
平成１２年 平成１８年 年平均成長率
（百万円） （百万円） （％）
053 電子応用装置・電気計測器 3,686,678 3,061,502 -3.1 
054 半導体素子・集積回路 6,256,723 4,844,058 -4.2 
055 電子部品 11,556,616 12,181,488 0.9 
056 重電機器 5,001,374 5,139,286 0.5 
057 その他の電気機器 6,428,590 6,535,274 0.3 
058 乗用車 12,180,299 16,320,034 5.0 
059 その他の自動車 25,095,808 34,335,997 5.4 
060 船舶・同修理 2,160,219 3,315,008 7.4 
061 その他の輸送機械・同修理 3,231,146 3,619,073 1.9 
062 精密機械 3,938,934 4,155,155 0.9 
063 その他の製造工業製品 5,143,939 4,354,608 -2.7 
064 再生資源回収・加工処理 1,564,436 2,005,613 4.2 
065 建築 35,926,450 33,132,827 -1.3 
066 建設補修 8,979,216 7,832,307 -2.3 
067 公共事業 22,132,759 14,137,282 -7.2 
068 その他の土木建設 10,272,104 8,617,064 -2.9 
069 電力 16,737,082 15,822,063 -0.9 
070 ガス・熱供給 2,551,113 3,205,631 3.9 
071 水道 4,332,450 4,428,226 0.4 
072 廃棄物処理 3,383,725 3,620,542 1.1 
073 商業 96,947,625 92,502,564 -0.8 
074 金融・保険 38,149,484 38,310,462 0.1 
075 不動産仲介及び賃貸 9,679,665 9,914,786 0.4 
076 住宅賃貸料 12,166,836 13,198,737 1.4 
077 住宅賃貸料（帰属家賃） 44,006,161 48,797,154 1.7 
078 鉄道輸送 6,440,910 6,635,983 0.5 
079 道路輸送 16,371,344 19,085,335 2.6 
080 自家輸送 9,753,911 特掲なし －
081 水運 4,209,961 5,135,830 3.4 
082 航空輸送 2,636,102 2,872,772 1.4 
083 貨物運送取扱 398,394 385,293 -0.6 
084 倉庫 1,356,222 1,200,783 -2.0 
085 運輸付帯サービス 6,740,047 6,449,290 -0.7 
086 通信 18,852,078 17,036,583 -1.7 
087 放送 3,287,408 3,392,913 0.5 
088 公務 36,225,894 27,901,018 -4.3 
089 教育 23,731,777 20,148,131 -2.7 
090 研究 12,562,165 14,684,745 2.6 
091 医療・保健 34,518,273 37,486,628 1.4 
092 社会保障 5,474,347 7,770,775 6.0 
093 介護 4,013,353 6,086,834 7.2 
094 その他の公共サービス 4,232,304 4,940,869 2.6 
095 広告・調査・情報サービス 24,070,653 30,703,488 4.1 
096 物品賃貸サービス 12,658,227 11,991,966 -0.9 
097 自動車・機械修理 12,835,078 11,547,251 -1.7 
098 その他の対事業所サービス 26,681,997 24,893,235 -1.1 
099 娯楽サービス 12,943,633 12,417,449 -0.7 
100 飲食店 22,963,322 25,737,286 1.9 
101 旅館・その他の宿泊所 8,303,929 8,190,569 -0.2 
102 その他の対個人サービス 14,238,563 12,180,843 -2.6 
103 事務用品 1,842,168 2,008,994 1.5 
104 分類不明 4,212,331 4,393,171 0.7 
105 内生部門計 958,886,460 964,853,227 0.1 
6３．産業連関表からみた平成12年の長岡市の産業構造
⑴ 産業別構成比と特化係数からみた長岡市の特徴的産業
　図表Ⅰ－３をご覧下さい。全国と比較することによって、長岡市の産業構造の特徴をみていきたいと思います。
なお、ここでの長岡市の範囲は平成21年１月現在（10市町村合併後）の長岡市です。
　まず、長岡市の産業別構成比をみると、構成比が高い産業は、69番、商業で、全体の11.5パーセントを占めていま
す。次いで73番の住宅賃貸料（帰属家賃）が、6.2パーセントになります。この帰属家賃とは何かというと、通常、
アパートを借りている場合には家賃を払いますが、自宅の場合には家賃を払っていません。産業連関表上ではあた
かも家賃を払ったとしたときの価値を帰属家賃と呼んでいます。それから、09、10、11番の精穀・製粉、めん・パ
ン・菓子類、その他の食品類（全国表と比較するために部門統合した）が、4.3パーセントの構成比です。そして61
番の建築が4.1パーセントとなっています。
　ただ、構成比というのは、部門の統合の仕方によって当然影響されます。ですから、どうしても商業の割合が高
くなります。したがって、長岡市の部門別構成比を全国の部門別構成比で割って求めたもの――「特化係数」とい
うのですが、それで見ると、その地域の特徴をみることができます。まず08番の原油・天然ガスは、全国の構成比
の143.1倍もあります。とはいっても、生産量は非常に少ないのが現実です。58番の精密機械が9.0倍、14番の繊維工
業製品が3.2倍、44番の特殊産業機械が3.2倍、15番の衣服・その他の繊維既製品が2.4倍、18番のパルプ・紙・板紙・
加工紙が2.3倍、41番の建設・建築用金属製品が2.0倍、52番の電子部品が2.0倍となっています。
　構成比が高く、かつ特化係数も大きい産業ということになれば、09、10、11番の精穀・製粉、めん・パン・菓子類、その他の
食品類、44番の特殊産業機械、52番の電子部品、58番の精密機械が長岡市を特徴づけている産業ということになります。
⑵ 影響力係数と感応度係数からみた長岡市の産業の関連
　図表Ⅰ－４をご覧下さい。影響力係数とは、ある部門の１単位の最終需要の増加によって全部門に与える影響を
示す指標で、この値の大きな部門への最終需要の増加が直接・間接に産業全体に大きな影響を与えることを示して
います。また感応度係数は、各部門に対する最終需要の１単位の増加によって、ある部門が受ける影響を示す指標
です。わかりやすく言えば、影響力係数が高いということは、その産業の景気がよくなると、まち全体の景気が良
くなる。あるいは景気が悪くなると、まち全体の景気が悪くなるというものを示しています。それに対して、まち
全体の経済がよくなったときに、それにつられて非常によくなるのが、感応度係数が高い部門ということです。
　図表Ⅰ－４のグループⅠを見ていただきたいのですが、これは、影響力係数、感応度係数が共に１を超えている
産業部門です。つまり、産業全体に対する影響力が強く、かつ、影響を受けやすい部門です。一般には原材料系部
門がこれに該当すると言われているのですが、長岡市の場合は市内生産額の多い順にいいますと、65番の電力、82
番の通信、91番の広告・調査・情報サービス、８番の原油・天然ガスなどが、この部門に属しております。
　グループⅡは、影響力係数が１未満で、感応度係数が１以上の産業部門です。つまり、産業全体に対する影響力
は低いのですが、他部門から影響を受けやすい部門です。一般に、対事業所サービスや商業、運輸、金融・保険が
これに該当すると言われているのですが、長岡でも同様の傾向がみられます。69番の商業、70番の金融・保険、94
番のその他の対事業所サービス、93番の自動車・機械修理、75番の道路輸送などがこのグループに属しています。
01番の米がこのグループに属しているのは長岡市の特徴といえます。
　続いてグループⅢですが、こちらは影響力係数と感応度係数がともに１未満のグループです。一般的には農林水
産業、鉱業、窯業・土石などの、一次産業型や独立型の産業分野がこれに該当すると考えられています。特殊な扱
いをしている73番の住宅賃貸料（帰属家賃）を除くと、市内生産額の大きい順に、44番の特殊産業機械、87番の医
療・保険、84番の公務、85番の教育、52番の電子部品となっております。また、51番の半導体素子・集積回路、43
番一般産業機械、14番の繊維工業製品などもこのグループに属しています。
　最後にグループⅣですが、こちらは、影響力係数が１以上で、感応度係数が１未満の産業部門です。一般には、
最終財の製造業部門が多いと考えられております。長岡の場合には61番の建築、58番の精密機械、63番の公共事
業、10番のめん・パン・菓子類、96番の飲食店などがこのグループに属しています。
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ｺｰﾄﾞ 部門名
国内生産額 構成比 市内生産額 構成比
特化係数
（十億円） （％） （百万円） （％）
01,02 米、その他の耕種農業 7,581,853 0.8 23,861.1 1.2 1.5
03 畜産 2,844,641 0.3 3,451.6 0.2 0.6
04 農業サービス 593,529 0.1 1,815.7 0.1 1.4
05 林業 1,422,554 0.1 929.6 0.1 0.3
06 漁業 1,927,112 0.2 216.1 0.0 0.1
07 金属・非金属鉱物 1,290,896 0.1 4,127.9 0.2 1.5
08 原油・天然ガス 87,756 0.0 26,834.2 1.3 143.1
09,10,11 精穀・製粉、めん・パン・菓子類、その他の食料品 26,003,923 2.7 87,649.5 4.3 1.6
12 飲料 11,754,694 1.2 10,739.5 0.5 0.4
13 飼料・有機質肥料 ( 除別掲 ) 1,166,002 0.1 421.6 0.0 0.2
14 繊維工業製品 2,855,392 0.3 19,737.1 1.0 3.2
15 衣服・その他の繊維既製品 4,238,213 0.4 21,663.4 1.1 2.4
16 製材・木製品 3,161,236 0.3 3,962.6 0.2 0.6
17 家具・装備品 2,979,129 0.3 9,119.0 0.4 1.4
18 パルプ・紙・板紙・加工紙 4,992,409 0.5 24,496.0 1.2 2.3
19 紙加工品 3,729,121 0.4 4,730.9 0.2 0.6
20 出版・印刷 12,025,177 1.3 9,377.8 0.5 0.4
21 化学肥料 374,285 0.0 0.0 0.0 0.0
22 無機化学基礎製品 1,987,265 0.2 1,473.0 0.1 0.3
23 有機化学製品 7,425,187 0.8 3,582.6 0.2 0.2
24 合成樹脂 2,862,004 0.3 1,202.5 0.1 0.2
25 医薬品 6,473,915 0.7 183.2 0.0 0.0
26 化学最終製品（除医薬品） 6,979,796 0.7 2,827.6 0.1 0.2
27 石油製品 11,831,116 1.2 1,509.9 0.1 0.1
28 石炭製品 1,152,291 0.1 423.4 0.0 0.2
29 プラスチック製品 10,247,750 1.1 12,202.2 0.6 0.6
30 ゴム製品 2,992,608 0.3 128.9 0.0 0.0
31 なめし革・毛皮・同製品 664,518 0.1 63.3 0.0 0.0
32 ガラス・ガラス製品 1,711,044 0.2 570.4 0.0 0.2
33 セメント・セメント製品 3,981,585 0.4 8,497.4 0.4 1.0
34 陶磁器 840,472 0.1 0.0 0.0 0.0
35 その他の窯業・土石製品 1,835,980 0.2 1,895.4 0.1 0.5
36 銑鉄・粗鋼・鋼材 13,764,093 1.4 12,085.8 0.6 0.4
37 鋳鍛造品 1,754,181 0.2 6,766.3 0.3 1.8
38 その他の鉄鋼製品 1,641,264 0.2 1,850.9 0.1 0.5
39 非鉄金属製錬・精製 1,414,159 0.1 0.0 0.0 0.0
40 非鉄金属加工製品 4,723,605 0.5 1,204.2 0.1 0.1
41 建設・建築用金属製品 5,327,978 0.6 23,005.9 1.1 2.0
42 その他の金属製品 8,124,410 0.8 29,902.6 1.5 1.7
43 一般産業機械 9,253,988 1.0 20,578.8 1.0 1.0
44 特殊産業機械 11,609,711 1.2 79,747.0 3.9 3.2
45 その他の一般機械 3,755,616 0.4 6,181.4 0.3 0.8
46 事務用・サービス用機器 3,967,358 0.4 3,339.9 0.2 0.4
47 民生用電子・電気機械 7,523,603 0.8 7,882.0 0.4 0.5
48 電子計算機・同付属装置 7,453,468 0.8 22,173.5 1.1 1.4
49 通信機械 5,495,750 0.6 1,528.4 0.1 0.1
50 電子応用装置・電気計測機 3,686,678 0.4 2,801.7 0.1 0.4
51 半導体素子・集積回路 6,256,723 0.7 20,717.1 1.0 1.5
52 電子部品 11,556,616 1.2 48,551.7 2.4 2.0
53 重電機器 5,001,374 0.5 10,975.1 0.5 1.0
54 その他の電気機器 6,428,590 0.7 12,455.7 0.6 0.9
図表Ⅰ- 3　全国と比較した場合の長岡市の産業構造
　（注）表中、網掛けは長岡市の構成比が２％以上、特化係数は 1.5 以上の部分である。
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ｺｰﾄﾞ 部門名
国内生産額 構成比 市内生産額 構成比
特化係数
（十億円） （％） （百万円） （％）
55 自動車 37,276,107 3.9 6,444.0 0.3 0.1
56 船舶・同修理 2,160,219 0.2 0.0 0.0 0.0
57 その他の輸送機械・同修理 3,231,146 0.3 299.9 0.0 0.0
58 精密機械 3,938,934 0.4 75,863.2 3.7 9.0
59 その他の製造工業製品 5,143,939 0.5 14,370.8 0.7 1.3
60 再生資源回収・加工処理 1,564,436 0.2 990.6 0.1 0.3
61 建築 35,926,450 3.7 83,445.7 4.1 1.1
62 建設補修 8,979,216 0.9 21,007.8 1.0 1.1
63 公共事業 22,132,759 2.3 67,342.5 3.3 1.4
64 その他の土木建設 10,272,104 1.1 31,442.2 1.5 1.4
65 電力 16,737,082 1.7 38,555.3 1.9 1.1
66 ガス・熱供給 2,551,113 0.3 7,244.8 0.4 1.3
67 水道 4,332,450 0.5 8,989.3 0.4 1.0
68 廃棄物処理 3,383,725 0.4 4,419.3 0.2 0.6
69 商業 96,947,625 10.1 236,575.3 11.5 1.1
70 金融・保険 38,149,484 4.0 77,849.3 3.8 1.0
71 不動産仲介及び賃貸 9,679,665 1.0 11,216.9 0.5 0.5
72 住宅賃貸料 12,166,836 1.3 12,439.2 0.6 0.5
73 住宅賃貸料（帰属家賃） 44,006,161 4.6 126,501.5 6.2 1.3
74 鉄道輸送 6,440,910 0.7 6,353.4 0.3 0.5
75 道路輸送 16,371,344 1.7 33,148.5 1.6 0.9
76 自家輸送 9,753,911 1.0 25,736.7 1.3 1.2
77 水運 4,209,961 0.4 218.0 0.0 0.0
78 航空輸送 2,636,102 0.3 0.0 0.0 0.0
79 貨物運送取扱 398,394 0.0 143.3 0.0 0.2
80 倉庫 1,356,222 0.1 734.0 0.0 0.3
81 運輸付帯サービス 6,740,047 0.7 6,332.7 0.3 0.4
82 通信 18,852,078 2.0 37,384.3 1.8 0.9
83 放送 3,287,408 0.3 4,331.8 0.2 0.6
84 公務 36,225,894 3.8 70,176.5 3.4 0.9
85 教育 23,731,777 2.5 48,755.7 2.4 1.0
86 研究 12,562,165 1.3 26,397.2 1.3 1.0
87 医療・保健 34,518,273 3.6 79,541.5 3.9 1.1
88 社会保障 5,474,347 0.6 17,336.5 0.8 1.5
89 介護 4,013,353 0.4 13,434.7 0.7 1.6
90 その他の公共サービス 4,232,304 0.4 8,010.9 0.4 0.9
91 広告・調査・情報サービス 24,070,653 2.5 31,100.0 1.5 0.6
92 物品賃貸サービス 12,658,227 1.3 20,675.0 1.0 0.8
93 自動車・機械修理 12,835,078 1.3 33,393.7 1.6 1.2
94 その他の対事業所サービス 26,681,997 2.8 47,465.0 2.3 0.8
95 娯楽サービス 12,943,633 1.3 18,498.6 0.9 0.7
96 飲食店 22,963,322 2.4 42,900.2 2.1 0.9
97 旅館・その他の宿泊所 8,303,929 0.9 14,461.7 0.7 0.8
98 その他の対個人サービス 14,238,563 1.5 26,375.5 1.3 0.9
99 事務用品 1,842,168 0.2 3,644.3 0.2 0.9
100 分類不明 4,212,331 0.4 7,808.9 0.4 0.9
内生部門計 958,886,460 100.0 2,048,797.4 100.0 1.0
9グループⅡ グループⅠ
コード 部門名 影響力係数 感応度係数 コード 部門名 影響力係数 感応度係数
69 商業 0.970 4.262 65 電力 1.071 1.347 
70 金融・保険 0.979 3.278 82 通信 1.017 1.695 
94 その他の対事業所サービス 0.940 2.205 91 広告・調査・情報サービス 1.041 1.548 
93 自動車・機械修理 0.944 2.125 08 原油・天然ガス 1.010 1.610 
75 道路輸送 0.926 1.603 76 自家輸送 1.323 2.031 
86 研究 0.964 1.967 18 パルプ・紙・板紙・加工紙 1.167 1.373 
92 物品賃貸サービス 0.999 1.639 62 建設補修 1.072 1.632 
01 米 0.954 1.477 100 分類不明 1.250 1.137 
71 不動産仲介及び賃貸 0.917 1.265 07 金属・非金属鉱物 1.310 1.015 
67 水道 0.975 1.053 
グループⅢ グループⅣ
コード 部門名 影響力係数 感応度係数 コード 部門名 影響力係数 感応度係数
73 住宅賃貸料（帰属家賃） 0.854 0.744 61 建築 1.057 0.744 
44 特殊産業機械 0.981 0.790 58 精密機械 1.084 0.781 
87 医療・保健 0.939 0.766 63 公共事業 1.112 0.744 
84 公務 0.851 0.928 10 めん・パン・菓子類 1.009 0.766 
85 教育 0.837 0.776 96 飲食店 1.029 0.744 
52 電子部品 0.987 0.985 11 その他の食料品 1.043 0.990 
64 その他の土木建設 0.990 0.744 48 電子計算機・同付属装置 1.046 0.785 
42 その他の金属製品 0.956 0.946 15 衣服・その他の繊維既製品 1.001 0.789 
98 その他の対個人サービス 0.943 0.870 97 旅館・その他の宿泊所 1.061 0.744 
41 建設・建築用金属製品 0.995 0.954 59 その他の製造工業製品 1.056 0.785 
51 半導体素子・集積回路 0.971 0.815 54 その他の電気機器 1.001 0.885 
43 一般産業機械 0.980 0.834 12 飲料 1.028 0.754 
14 繊維工業製品 0.971 0.911 17 家具・装備品 1.008 0.827 
95 娯楽サービス 0.970 0.871 33 セメント・セメント製品 1.181 0.878 
88 社会保障 0.947 0.744 90 その他の公共サービス 1.036 0.874 
89 介護 0.901 0.744 09 精穀・製粉 1.583 0.783 
72 住宅賃貸料 0.933 0.744 66 ガス・熱供給 1.238 0.883 
29 プラスチック製品 0.947 0.966 74 鉄道輸送 1.072 0.867 
36 銑鉄・粗鋼・鋼材 0.934 0.915 19 紙加工品 1.117 0.901 
53 重電機器 0.983 0.795 99 事務用品 1.188 0.909 
20 出版・印刷 0.990 0.952 03 畜産 1.093 0.850 
47 民生用電子・電気機械 0.976 0.751 50 電子応用装置・電気計測機 1.021 0.765 
37 鋳鍛造品 0.977 0.820 35 その他の窯業・土石製品 1.076 0.787 
55 自動車 0.906 0.780 49 通信機械 1.059 0.744 
81 運輸付帯サービス 0.963 0.983 27 石油製品 1.381 0.799 
45 その他の一般機械 0.946 0.780 22 無機化学基礎製品 1.016 0.775 
68 廃棄物処理 0.939 0.850 80 倉庫 1.005 0.768 
83 放送 0.983 0.889 32 ガラス・ガラス製品 1.001 0.760 
16 製材・木製品 0.969 0.854 28 石炭製品 1.074 0.756 
02 その他の耕種農業 0.923 0.804 13 飼料・有機質肥料 ( 除別掲 ) 1.041 0.796 
23 有機化学製品 0.956 0.805 
46 事務用・サービス用機器 0.985 0.776 
26 化学最終製品（除医薬品） 0.986 0.799 
38 その他の鉄鋼製品 0.935 0.804 
04 農業サービス 0.951 0.915 
40 非鉄金属加工製品 0.906 0.761 
24 合成樹脂 0.936 0.753 
60 再生資源回収・加工処理 0.995 0.831 
05 林業 0.953 0.792 
57 その他の輸送機械・同修理 0.959 0.760 
77 水運 0.964 0.758 
06 漁業 0.891 0.745 
25 医薬品 0.970 0.746 
79 貨物運送取扱 0.966 0.750 
30 ゴム製品 0.960 0.745 
31 なめし革・毛皮・同製品 0.978 0.745 
21 化学肥料 0.744 0.744 
34 陶磁器 0.744 0.744 
39 非鉄金属製錬・精製 0.744 0.744 
56 船舶・同修理 0.744 0.744 
78 航空輸送 0.744 0.744 
（注）各グループとも市内生産額の多い順にソートしてある。
図表Ⅰ- 4　平成 12 年長岡市の影響力係数と感応度係数による機能分析
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⑶ 生産誘発係数と粗付加価値係数からみた最終需要項目別の市内経済への影響
　図表Ⅰ－５をご覧下さい。この表は、１単位の最終需要によって、どの程度の市内生産が誘発されたか――これ
を生産誘発係数というのですが、それを最終需要の項目別にみたものです。市内総固定資本形成（公的）が、1.366
倍ともっとも大きくなっております。つまり、公共投資が生産誘発を最も多く生み出すということになります。つ
いで、輸移出が1.355倍、一般政府消費支出が1.187倍、一般政府消費支出（社会資本等減耗分）が1.141倍の順になっ
ています。生産誘発係数が大きいのは、公共投資と輸移出です。このことから、景気拡大のカンフル剤としては、
公共投資の追加や販路拡大による輸移出の増加が効果的であるということになります。いま長岡は景気が悪いとい
うのであれば、公共投資をやったり、何とか売る先を見つけてあげることが必要だということです。
図表Ⅰ- 5　最終需要項目別生産誘発額、生産誘発係数、生産誘発依存度
最終需要額 
（百万円）
生産誘発額 
（百万円）
生産誘発依存度 
（％）
生産誘発係数 
（倍）
最終需要計 1,827,055.1 2,048,797.4 100.0 1.121 
家計外消費支出（列） 40,501.6 35,273.1 1.7 0.871 
民間消費支出 594,299.8 547,780.5 26.7 0.922 
一般政府消費支出 127,951.3 151,850.3 7.4 1.187 
一般政府消費支出（社会資本等減耗分） 31,770.3 36,237.9 1.8 1.141 
市内総固定資本形成（公的） 95,620.1 130,661.7 6.4 1.366 
市内総固定資本形成（民間） 252,916.8 217,872.5 10.6 0.861 
在庫純増 -1,045.6 626.0 0.0 -0.599 
輸移出 685,040.9 928,495.4 45.3 1.355 
　図表Ⅰ－６をご覧下さい。こちらは、１単位の最終需要によって、どの程度の粗付加価値が誘発されたか――こ
れを粗付加価値誘発係数と呼ぶのですが、それを項目別にみたものです。粗付加価値の合計はほぼGDPにあたる
ものですから、三面等価の法則から所得とも読み替えられます。つまり、市民の生活を豊かにするかどうかという
判断材料になります。最終需要項目別に粗付加価値誘発係数をみると、一般政府消費支出（社会資本等減耗分）が
0.921倍で最も大きく、次いで、一般政府消費支出の0.843倍、市内総固定資本形成の0.680倍、民間消費支出の0.627倍
となっています。このことから、付加価値レベルでは、投資も有効ですが、消費拡大も重要な要素になっておりま
す。真にそのまちの所得を増やすには、やはりその中で消費するような誘導が大切です。地産地消のような考え方
は、まちの所得を増やすという意味では意味があるといえます。
図表Ⅰ- 6　最終需要項目別粗付加価値誘発額、粗付加価値誘発係数、粗付加価値誘発依存度
最終需要額
（百万円）
粗付加価値
誘発額
（百万円）
粗付加価値
誘発依存度
（％）
粗付加価値
誘発係数
（倍）
最終需要計 1,827,055.1 1,156,944.7 100.0 0.633 
家計外消費支出（列） 40,501.6 19,137.9 1.7 0.473 
民間消費支出 594,299.8 372,814.6 32.2 0.627 
一般政府消費支出 127,951.3 107,917.9 9.3 0.843 
一般政府消費支出（社会資本等減耗分） 31,770.3 29,258.4 2.5 0.921 
市内総固定資本形成（公的） 95,620.1 65,026.6 5.6 0.680 
市内総固定資本形成（民間） 252,916.8 114,076.8 9.9 0.451 
在庫純増 -1,045.6 636.3 0.1 -0.609 
輸移出 685,040.9 448,076.2 38.7 0.654 
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Ⅱ．2009年長岡まつり大花火大会の長岡市への経済効果
　ここから、話題を変えて、長岡まつり大花火大会の長岡市への経済効果の計測に移ります。最初に断っておきた
いのですが、より確度の高い経済効果計測をおこなうためには、まつり当日にアンケート調査等をおこない、消費
行動などを把握する必要があるのですが、そのようなことは実施できなかったので、いろいろな仮定のもとでの参
考値であることをご理解下さい。
１．長岡まつり大花火大会来場者数
　2009年の長岡まつり大花火大会は残念ながら８月２日（日）の最後は大雨が降ってびしょ濡れになったわけです
が、長岡まつり大花火大会の来場者数は祭り協議会事務局の発表によれば、２日間で88万人の来場者があったとい
うことです。図表Ⅱ-1をご覧下さい。
　実際に経済効果を把握していくためには、まず日帰りと宿泊に分ける必要があります。平成15年の県の統計しか
手に入らなかったのですが、まつり・イベントの日帰り／宿泊割合を見ますと、日帰りは85.7パーセント、宿泊は
14.3パーセントです。それで日帰りと宿泊を分けますと、88万人のうち75万4000人が日帰りで、宿泊が12万6000人と
いうことになります。
　この宿泊者数12万6,000人が長岡市内に泊まれるだけの宿泊施設は無わけで、当然のことながら弥彦あたりに泊
まって、バスで長岡の花火を見に来る方もいることになります。周辺の三条あたりに泊まっている人もいれば、湯
沢あたりに泊まっている人もいるでしょう。市内宿泊率を、産業連関表の雇用表から旅館・その他宿泊所の従業者
数の県内比率を用いて按分すると、長岡市内に泊まっている人は、9,872人、長岡市外に泊まっている人が11万6,400
人という結果になりました。
図表Ⅱ- 1　2009 年長岡まつり大花火大会の宿泊・日帰り別来場者数
2009年長岡まつり大花火大会来場者数
（長岡まつり協議会事務局発表）
８月２日（日） ４７０，０００人
８月３日（月） ４１０，０００人
合計 ８８０，０００人
「まつり・イベント」の
日帰り・宿泊割合（H15年度）
日帰り：８５．７％
宿泊 ：１４．３％
長岡市内宿泊率
2009年長岡まつり大花火大会来場者数
日帰り：７５３，７２８人
宿泊 ：１２６，２７２人
うち、長岡市内泊： ９，８７２人
長岡市外泊：１１６，４００人
（注１）「まつり・イベント」の日帰り・宿泊割合は、『県内観光地の経済波及効果に関す
る調査 平成16年11月』（新潟県産業労働部観光振興課）による。
（注２）長岡市内宿泊率は、『平成12年産業連関表（雇用表）』の「旅館・その他宿泊所」
従業者の県内比率で按分した。
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２．長岡まつり大花火大会の経済効果
　最初に、結論を申し上げておきたいと思います。図表Ⅱ－２をご覧下さい。
　長岡まつりは毎年多くの来場者があり、運営費に加え、来場者の宿泊費、飲食費、交通費、土産・買物等の消費
支出による経済効果もかなり大きいと思われます。そこで、長岡市の産業連関表（平成12年表）を用いて、長岡ま
つり大花火大会の経済効果計測を試みました。
　その結果、運営費と来場者の市内消費支出をあわせた初期需要である市内消費支出額合計は36億3,800万円で、う
ち長岡まつり運営費が３億4,200万円、来場者の市内消費支出額が32億9,600万円と推計されました。経済活動という
のは、いったんお金が支出されると、それをつくるために原材料を買って、またそれが生産、所得にまわるわけで
す。それを繰り返す結果、市内生産誘発額は39億4,100万円。つまり、投資した金額36億3,800万円に対して、効果が
39億4,100万円。市内生産誘発倍率が1.08倍という結果になっております。
　なお、この効果は市内への効果のみであり、市外への波及効果は含まれていません。市内自給率は平均で70％程
度ですので、概算ではありますが、市外への波及は17億円もあることになります。さらに、初期需要の段階で、既
に市外で消費されているものもありますので、その額はさらに増すことになります。
　県の産業連関表（平成７年表）を用いて、県がアルビレックス新潟が１年間にビックスワンで行うサッカーの試
合の経済効果を計測した例があるのですが、それによりますと県内生産誘発倍率は1.10倍で、それと比較しても遜色
はないと思われます。
図表Ⅱ- 2　2009 年長岡まつり大花火大会の経済効果
３．推計方法
　図表Ⅱ－３は市内生産誘発効果の推計フローをまとめたものです。
　まず、先ほど見た来場者数と、来場者一人当たりの消費から、来場者の消費支出額を計算いたします。それ以外
に長岡まつりを運営するための費用がありますので、それらを合わせて、初期需要としての消費支出額合計が計算
できます。これはいわゆる１次誘発効果（直接効果）で実際に使われたお金が対応します。それらの追加的な消費
を賄うために、原材料等が当然購入されるわけですから、それから得られる効果が１次誘発効果（間接効果）とい
うことになります。
来場者の市内
消費支出
長岡まつり運
営費
宿泊費、飲食費、交通費、土産・買
物費、入場・鑑賞費等３，２９６百万円
花火行事費、宣伝費、事務局費等３４２百万円
３，６３８百万円
（初期需要）
市内消費支出額合計
２次誘発効果
１次誘発効果
１．０８倍市内生産誘発倍率
４７７百万円
３，４６４百万円
３，９４１百万円市内生産誘発額
経済効果
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　さらに、誘発されればその分雇用者所得が増えます。例えば、花火のためにスーパーのパートさんを増やして対
応したり、そのスーパーの店員さんの勤務時間が延びたりすれば、その分所得が増加するわけです。その増えた分
の所得が次の消費にまわります。それを求めたのが２次誘発効果というものになります。こういうステップを踏ん
で市内生産誘発効果が計測されます。
図表Ⅱ- 3　2009 年長岡まつり大花火大会の経済効果推計フロー
４．経済効果の推計
4.1 １次誘発効果（直接効果）
⑴ 長岡まつり運営費
　図表Ⅱ－４をご覧ください。平成20年（2008年）長岡まつり収支報告です。効果計測は2009年（平成21年）なの
に、なぜ平成20年なんだという話になるかと思いますが、出典を見ていただくと分かるように、2009年６月の市政
だよりに2008年の収支報告が出ているということで、今年の収支報告がまだ出ていないものですから、去年のもの
を便宜上使わせていただきます。
　学生が興味があるのは、花火にはいくらかかっているのだろうかということでしょうが、花火行事費、これが２億
9,471万円で、２日間で約３億円分の花火を打ち上げているということです。公租公課と次年度繰越は事業費ではない
ということで除きまして、効果計測対象事業費が他のもろもろの費用を入れると３億4,200万円になっています。
来場者数 来場者１人当たりの消費
来場者の消費支出額長岡まつり運営費
（初期需要）消費支出額合計
１次誘発効果（直接効果）
市内生産誘発額
原材料等投入額 粗付加価値誘発額
雇用者所得誘発額
１次誘発効果（間接効果）
市内生産誘発額
原材料等投入額 粗付加価値誘発額
雇用者所得誘発額
２次誘発効果
市内生産誘発額
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図表Ⅱ- 4　平成 20 年長岡まつり収支報告（2009.6「市政だより」）
　　
⑵ 来場者の市内消費支出額
　宿泊費の単価は、観光目的が「まつり・イベント」の宿泊費を用いました。目的が、温泉とか自然景観を楽しむ
旅行の場合には、もっと宿泊費が高いのですが、活動によって参加する世代も違いますし、お金の使い方として
は、まつり・イベントに統一した方が良いという考えから、飲食費、交通費、土産・買い物費なども目的が「まつ
り・イベント」のデータを使いました。
　宿泊費の平均は一人11,404円で、長岡市内に泊まる人達だけが問題になりますので、これが9,872人います。その結
果、総支出額は１億1,258万円ということになります。
　飲食費および土産・買物、入場・観賞費、その他については、88万人全てが対象と想定しています。
　交通費については、まず、宿泊している人は交通費を使っていないと考えます。宿泊している人はおそらく旅行
会社等に頼んで来てしまう。そこの宿泊先のバスか何かで花火大会の会場まで移動する。長岡市にはそれほど交通
費を落としてくれてはいないだろうということで除きます。では、他の人全ての交通費が長岡市で使われているの
かというと、それもないだろうということで、私は一応、来るときは地元で切符を買い、戻るときは長岡市で買う
だろうと考えました。しっかりとした根拠のある数字ではなく仮定だということです。その結果、交通費の対象と
なる人は376,800人となりました。
　費目ごとの単価と対象来場者数をかけて合計すると、32億9,600万円の支出が長岡市内で行われているということ
になります。
図表Ⅱ- 5　長岡まつり大花火大会来場者の消費支出
支  出
購入者価格 
（千円）
産業連関表部門分類
花火行事費（花火玉、安全対策費など） 294,710 59 その他の製造工業製品
公租公課 290 
寄付懇請費（印刷物、旅費、係員手当など） 4,790 94 その他の対事業所サービス
宣伝費 16,490 91 広告・調査・情報サービス
事務局費 8,850 94 その他の対事業所サービス
各部会事業費（前夜祭費など） 17,200 94 その他の対事業所サービス
次年度繰越金 2,960 
合計 345,290 
効果計測対象事業費 342,040 
資料：長岡市「市政だより」（2009.6）
平均値 
（円）
対象来場者 
（人）
総消費支出 
（千円）
宿泊費 11,404 9,872 112,580 
飲食費 2,133 880,000 1,877,040 
交通費 1,769 376,864 666,672 
土産・買物費 475 880,000 418,000 
入場・鑑賞費 247 880,000 217,360 
その他 5 880,000 4,400 
合計 3,296,053 
（注）一人当たりの平均消費支出は、『県内観光地の経済波及効果に 
　　　関する調査　平成 16 年 11 月』（新潟県産業労働部観光振興課） 
　　　の観光目的「まつり・イベント」を用いた。
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⑶ 長岡まつり大花火大会初期需要額（市内消費支出額合計）と直接効果
　産業連関表を使うときに面倒なものがもうひとつあります。いまお話ししたお金というものは、あくまでも消費
している人の価格です。産業連関表は生産者価格、つまり、つくっている人の価格で評価していますので、これを
購入者価格から生産者価格に変換しなければならないという問題があります。そのため、総務省の平成12年産業連
関表の商業・運輸マージン率を用いて、購入者価格を生産者価格に変換し、マージンを商業部門と道路輸送部門に
配分しました（図表Ⅱ－６参照）。
　さらに、長岡市内でお金をつかっていても、それが長岡市内でつくられたものという保証はありません。例えば
コンビニに行ってお弁当を買ってきて食べたとします。それは確かに長岡市内のコンビニで買っていますが、その
なかのおかずが、長岡市内でつくられたものだろうかというと、そうではないものがたくさんあるはずです。市外
でつくられたものもあるのですから、市内への波及効果をみるためには、長岡市内需要分と市外流出分とに分ける
必要があります。部門ごとの市内自給率をもちいて按分した結果、長岡市内需要分が26億6,500万円、市外へ流出し
てしまう分が９億7,300万円となりました。この市内需要分というものが、実際に長岡で純粋に使った最初の直接効
果ということになります。
図表Ⅱ- 6　長岡市産業連関表部門別消費支出と直接効果　　　　　単位：百万円、％
コード 購入者価格
生産者 
価格 市内 
自給率
（％）
市内 
需要分
市外 
流出分
コード 部門名
イベント 
運営費
消費 
支出額
初期 
需要額
初期 
需要額
02 その他の耕種農業 0.0 47.2 47.2 31.9 26.6 8.5 23.4
11 その他の食料品 0.0 247.0 247.0 160.8 53.2 85.6 75.2
15 衣服・その他の繊維既製品 0.0 9.1 9.1 4.5 68.0 3.1 1.5
19 紙加工品 0.0 13.3 13.3 10.0 43.4 4.3 5.6
25 医薬品 0.0 1.5 1.5 1.1 1.3 0.0 1.1
26 化学最終製品（除医薬品） 0.0 12.1 12.1 8.5 20.4 1.7 6.8
27 石油製品 0.0 135.1 135.1 100.5 5.6 5.6 94.9
32 ガラス・ガラス製品 0.0 38.6 38.6 31.3 17.3 5.4 25.9
54 その他の電気機器 0.0 3.8 3.8 3.2 73.0 2.3 0.9
59 その他の製造工業製品 294.7 45.5 340.2 200.8 52.0 104.4 96.5
69 商業 0.0 0.0 0.0 267.1 90.8 242.7 24.5
74 鉄道輸送 0.0 244.7 244.7 250.0 48.0 120.0 130.0
75 道路輸送 0.0 153.1 153.1 176.1 88.6 156.0 20.1
81 運輸付帯サービス 0.0 88.7 88.7 88.7 61.1 54.2 34.5
82 通信 0.0 1.3 1.3 1.3 100.0 1.3 0.0
91 広告・調査・情報サービス 16.5 0.0 16.5 16.3 59.8 9.8 6.6
92 物品賃貸サービス 0.0 6.8 6.8 6.8 73.5 5.0 1.8
94 その他の対事業所サービス 30.8 0.0 30.8 30.8 81.3 25.1 5.8
95 娯楽サービス 0.0 217.4 217.4 217.4 68.5 148.8 68.6
96 飲食店 0.0 1,877.0 1,877.0 1,877.0 84.0 1,577.3 299.8
97 旅館・その他の宿泊所 0.0 112.6 112.6 112.6 57.5 64.7 47.9
98 その他の対個人サービス 0.0 41.4 41.4 41.4 95.8 39.6 1.7
内生部門計 342.0 3,296.1 3,638.1 3,638.1 2,665.3 972.8
（注１）消費支出額の、宿泊費、飲食費、交通費、土産・買物費、入場・鑑賞費、その他の費用については、『旅行・
観光産業の経済効果に関する調査研究　我が国における旅行消費の経済波及効果』（2001 年３月国土交通省
総合制作局観光部）による各費目の細項目構成比を用いて按分し、それを産業連関表の部門に対応させて設
定した。
（注２）コード表示のない部門については、初期需要額は０円である。
16
　これまでの話を一度総括的にまとめます。
図表Ⅱ－７をご覧ください。
　初期需要は、消費支出額合計が対応し購入
者価格表示で36億3,800万円です。部門別に商
業マージン、運輸マージンがありますので、
それを組み替えて生産者価格表示に変換しま
す。トータルは、当然のことながら等しくな
りますので36億3,800万円です。そのなかで、
市内で供給しているものだけを分けると、市
内需要分が26億6,500万円となります。これが
１次誘発効果（直接効果）になります。
4.2 １次誘発効果（間接効果）
　図表Ⅱ－８をご覧ください。ここでは１次
誘発効果（間接効果）を推計します。
　直接効果26億6,500万円は、その原材料の購
入を通じて生産を誘発することになります。
部門別直接効果に投入係数を乗じて、直接効
果に対する原材料等投入額を求め、それを供
給する部門別に集計することによって部門別
原材料等投入額が得られます。この合計が新
たな原材料投入額で12億8,800万円でした。
　次に今求めた部門別原材料等投入額に部門
別市内自給率を乗じることによって部門別市
内需要分が計算できます。市内需要分の合計
が８億4,600万円で、市外流出分が４億4,100
万円となりました。この部門別市内需要を逆
行列係数にかければ、直接効果から得られる
１次誘発効果（間接効果）が計算できます。
その合計は市内生産誘発額で７億9,900万円と
なりました。
　また、部門別直接効果に粗付加価値部門の
投入係数をかければ、部門別の項目別粗付加
価値が求められます。ここでの部門合計の粗
付加価値誘発額は13億7,800万円で、うち雇用
者所得誘発額は７億8,400万円でした。以上が
１次誘発効果の間接効果分になります。
4.3 ２次誘発効果
　図表Ⅱ－９をご覧ください。次は２次誘発
効果の計測です。
　１次誘発効果で誘発されるのは生産ばかり
でなく雇用者所得などの付加価値も誘発され
ます。この雇用者所得からあらたな消費が生
（初期需要）
消費支出額合計（購入者価格） ３，６３８百万円
１次誘発効果（直接効果）
市内生産誘発額 ２，６６５百万円
市外流出分 ９７３百万円
商業・運輸マージン率
消費支出額合計（生産者価格） ３，６３８百万円
市内自給率
市内需要分 ２，６６５百万円
１次誘発効果（直接効果）
市内生産誘発額 ２，６６５百万円
１次誘発効果（間接効果）
市内生産誘発額 ７９９百万円
市外流出分 ４４１百万円
投入係数
原材料等投入額
１，２８８百万円
市内自給率
市内需要分 ８４６百万円
粗付加価値誘発額
１，３７８百万円
雇用者所得誘発額
７８４百万円
逆行列係数
図表Ⅱ- 8　2009年長岡まつり大花火大会の経済効果推計フロー
（１次誘発効果：間接効果）
図表Ⅱ- 7　2009 年長岡まつり大花火大会の経済効果推計フロー
（１次誘発効果：直接効果）
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じ、その消費に対応するために生産が誘発されることになります。この生産誘発が２次誘発効果です。
　１次誘発効果で誘発される雇用者所得は、直接・間接あわせて10億1,700万円でした。この雇用者所得に消費転換
率を乗じて新たな消費５億7,300万円を算出し、これを民間最終消費支出の部門別構成で按分し、各部門の市内自給
率を乗じて、部門別の市内需要分合計４億5,300万円を算出しました。これを逆行列係数に乗じれば、各部門別の２
次誘発効果が計測されます。その結果は部門合計で市内生産誘発額４億7,700万円となりました。
　また２次誘発効果に対応する粗付加価値誘発額は３億3,100万円、雇用者所得誘発額は１億1,900万円となっており
ます。
図表Ⅱ- 9　2009 年長岡まつり大花火大会の経済効果推計フロー（２次誘発効果）
4.4 総合効果のとりまとめ
　図表Ⅱ－10をご覧ください。もういちど総括してみますと、長岡の2009年の花火は、来場者が88万人で、来場者
の消費支出額が32億9,600万円。長岡まつりの運営費自体は３億4,200万円で、消費支出額の合計が36億3,800万円で
す。１次誘発の直接効果が26億6,500万円で、それから得られる間接的な効果が７億9,900万円。それぞれ１次効果
の直接・間接から増える、所得に対応した２次効果が４億7,700万円ということで、トータル市内生産誘発額は39億
4,100万円、粗付加価値誘発額が21億7,800万円、雇用者所得誘発額が11億3,600万円ということになります。
　初期支出額36億3,800万円に対して、市内生産誘発額は39億4,100万円、市内生産誘発倍率は1.08倍という結果にな
りました。
１次誘発効果（直接効果）市内生産誘発額 ２，６６５百万円
１次誘発効果（間接効果）市内生産誘発額 ７９９百万円
市外流出分 １１９百万円
投入係数
市内自給率
市内需要分 ４５３百万円
原材料等投入額
１，２８８百万円
粗付加価値誘発額 １，３７８百万円
雇用者所得誘発額 ７８４百万円
逆行列係数
投入係数
雇用者所得誘発額合計 １，０１７百万円
消費転換率
新たな消費 ５７３百万円 消費支出以外 ４４５百万円
民間消費支出構成比
原材料等投入額
３２９百万円
粗付加価値誘発額 ４６９百万円
雇用者所得誘発額 ２３３百万円
２次誘発効果 市内生産誘発額 ４７７百万円
投入係数
原材料等投入額
１４６百万円
粗付加価値誘発額 ３３１百万円
雇用者所得誘発額 １１９百万円
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図表Ⅱ-10　2009 年長岡まつり大花火大会の経済効果のまとめ
　図表Ⅱ－11をご覧ください。初期需要額、１次誘発効果、２次誘発効果、総合効果を部門別にみたものです。
部門別にみて波及が大きいところには網掛けがしてあります。大花火大会の波及効果が最も大きい部門は96番の飲
食店で15億9,700万円、続いて69番の商業が５億900万円で、両者をあわせると20億670万円となり全効果の53.5パーセ
ントを占めております。それ以外では、11番のその他の食料品、59番のその他の製造工業品、74番の鉄道輸送、75
番の道路輸送、95番の娯楽サービス部門への波及が大きくなっております。なお、70番の金融・保険への波及が大
きくなっておりますが、これは、経済全体が大きくなりますので、感応度係数が高い金融・保険はその影響を受け
やすいということです。それから、帰属家賃が大きく出ていますが、これは本当に家賃が上がっているわけではな
くて、所得が上がっているために、本来ならばそこに住むならばもっと高い家賃を払っていたでしょう、という数
字であると解釈していただければと思います。
おわりに
　おわりにということで、今後の課題をいくつかあげて私からの報告を終わらせていただきたいと思います。
　本分析に用いた長岡市の産業連関表は、その時点が平成12年とおよそ10年も前の長岡市の産業構造です。その意
味では、平成17年の産業連関表の早期作成が望まれます。これについては、来年の３月を目処に新潟県が産業連関
表をつくりますので、それをうけて、来年度作成したいと思っております。
　それから、市内生産額や最終需要に関しては、統計的根拠が明確ですが、中間投入については投入係数が新潟県
と同じと仮定しました。生産の技術的関係は大きな違いがないと考えれば容認できると思われるのですが、輸移
来場者数 ８８万人 来場者１人当たりの消費
来場者の消費支出額
３，２９６百万円
長岡まつり運営費
３４２百万円
（初期需要）消費支出額合計 ３，６３８百万円
１次誘発効果（直接効果）
市内生産誘発額 ２，６６５百万円
原材料等投入額 粗付加価値誘発額
雇用者所得誘発額
１次誘発効果（間接効果）
市内生産誘発額 ７９９百万円
原材料等投入額 粗付加価値誘発額
雇用者所得誘発額
２次誘発効果
市内生産誘発額 ４７７百万円
原材料等投入額 粗付加価値誘発額
雇用者所得誘発額
総合効果
市内生産誘発額
３，９４１百万円
粗付加価値誘発額
２，１７８百万円
雇用者所得誘発額
１，１３６百万円
19
出・輸移入については実態調査がないため、新潟県の輸移出を生産額で按分したため、新潟県外への輸移出に近い
ものに、今年の産業連関表はなっています。これは調査が無いのでしょうがないのですが、この点については、今
年度、長岡市さんと長岡大学地域研究センターが契約を結びまして、長岡市内の4000事業所にアンケートをとり、
それで生産額のうち何割が市外にいき、何割が市内にいっているのかを把握して、産業連関表をつくりなおすとい
う作業を今年度中にやる予定でございます。
　最後に、時系列で作成する場合のもうひとつの問題は、市町村合併の扱いです。今回作成した平成12年の長岡市
産業連関表の市域は、10市町村合併後の市町村です。ただ、平成22年３月には長岡市と川口町は合併することに
なっております。調印式が行われて、今日たぶん議会でこれを採決しているところだと思いますが、おそらくする
のでしょう。合併が行われれば、平成12年表も作成する必要があるということです。
　最後になりましたが、本稿は平成12年時点という定点的な産業構造しか分析できませんでしたが、時系列的比較
ができるようになれば、産業構造の変化や経済的変化に対する要因分析、将来予測を行うことが可能になります。
産業連関表のような基礎統計を整備することの重要性を少しでも認識していただければ、望外の喜びであるという
ことで、私の報告を終わらせていただきます。
　ご静聴ありがとうございました。
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0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
57
そ
の
他
の
輸
送
機
械
・
同
修
理
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
2
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
2
0.
1
0.
0
58
精
密
機
械
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
2
0.
1
0.
0
0.
3
0.
1
0.
1
0.
5
0.
1
0.
1
59
そ
の
他
の
製
造
工
業
製
品
20
0.
8
10
4.
4
38
.9
21
.6
1.
0
0.
4
0.
2
0.
4
0.
1
0.
1
10
5.
7
39
.4
21
.9
60
再
生
資
源
回
収
・
加
工
処
理
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
3
0.
1
0.
0
0.
1
0.
0
0.
0
0.
4
0.
1
0.
0
61
建
築
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
62
建
設
補
修
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
25
.2
11
.4
8.
8
9.
6
4.
3
3.
4
34
.8
15
.7
12
.2
63
公
共
事
業
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
64
そ
の
他
の
土
木
建
設
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
65
電
力
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
11
.4
7.
0
0.
4
3.
4
2.
1
0.
1
14
.8
9.
0
0.
6
66
ガ
ス
・
熱
供
給
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
23
.3
10
.2
4.
0
4.
3
1.
9
0.
7
27
.6
12
.1
4.
7
67
水
道
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
26
.5
17
.8
5.
1
5.
1
3.
4
1.
0
31
.5
21
.2
6.
1
22
コー
ド
部
門
名
初
期
 
需
要
額
１
次
誘
発
効
果
２
次
誘
発
効
果
総
合
効
果
（
１
次
＋
２
次
）
直
接
効
果
間
接
効
果
市
内
生
産
誘
発
額
市
内
生
産
誘
発
額
市
内
生
産
誘
発
額
市
内
生
産
誘
発
額
粗
付
加
価
値
粗
付
加
価
値
粗
付
加
価
値
粗
付
加
価
値
雇
用
者
所
得
雇
用
者
所
得
雇
用
者
所
得
雇
用
者
所
得
68
廃
棄
物
処
理
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
8.
8
6.
4
4.
5
0.
8
0.
6
0.
4
9.
7
7.
0
4.
9
69
商
業
26
7.
1
24
2.
7
17
2.
0
10
3.
6
18
5.
1
13
1.
2
79
.1
81
.6
57
.8
34
.8
50
9.
4
36
1.
0
21
7.
6
70
金
融
・
保
険
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
10
2.
7
69
.8
29
.6
41
.3
28
.1
11
.9
14
4.
1
98
.0
41
.5
71
不
動
産
仲
介
及
び
賃
貸
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
18
.9
14
.7
3.
1
3.
5
2.
7
0.
6
22
.4
17
.3
3.
6
72
住
宅
賃
貸
料
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
12
.0
9.
5
0.
6
12
.0
9.
5
0.
6
73
住
宅
賃
貸
料
（
帰
属
家
賃
）
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
12
1.
9
10
8.
3
0.
0
12
1.
9
10
8.
3
0.
0
74
鉄
道
輸
送
25
0.
0
12
0.
0
64
.6
26
.5
3.
1
1.
7
0.
7
2.
0
1.
1
0.
4
12
5.
0
67
.3
27
.6
75
道
路
輸
送
17
6.
1
15
6.
0
10
6.
9
87
.6
23
.2
15
.9
13
.0
10
.9
7.
4
6.
1
19
0.
1
13
0.
3
10
6.
8
76
自
家
輸
送
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
32
.1
0.
0
0.
0
4.
9
0.
0
0.
0
37
.0
0.
0
0.
0
77
水
運
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
1
0.
0
0.
0
78
航
空
輸
送
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
79
貨
物
運
送
取
扱
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
1
0.
1
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
1
0.
1
0.
1
80
倉
庫
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
3
0.
2
0.
0
0.
1
0.
0
0.
0
0.
3
0.
2
0.
0
81
運
輸
付
帯
サ
ー
ビ
ス
88
.7
54
.2
37
.6
11
.7
8.
1
5.
6
1.
7
2.
0
1.
4
0.
4
64
.3
44
.6
13
.9
82
通
信
1.
3
1.
3
0.
8
0.
3
46
.7
30
.8
12
.3
19
.4
12
.8
5.
1
67
.4
44
.5
17
.7
83
放
送
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
7.
0
4.
6
1.
4
1.
7
1.
1
0.
3
8.
6
5.
7
1.
7
84
公
務
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
1.
5
1.
3
0.
7
1.
9
1.
6
0.
8
3.
4
2.
9
1.
5
85
教
育
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
1.
4
1.
2
1.
0
9.
0
7.
8
6.
6
10
.5
9.
1
7.
6
86
研
究
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
6.
1
3.
9
3.
2
0.
9
0.
6
0.
5
7.
0
4.
5
3.
7
87
医
療
・
保
健
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
3
0.
2
0.
2
11
.5
6.
6
5.
6
11
.8
6.
8
5.
7
88
社
会
保
障
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
9.
3
6.
4
5.
7
9.
3
6.
4
5.
7
89
介
護
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
1.
7
1.
2
1.
0
1.
7
1.
2
1.
0
90
そ
の
他
の
公
共
サ
ー
ビ
ス
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
5.
4
2.
9
2.
2
4.
4
2.
3
1.
8
9.
7
5.
2
4.
0
91
広
告
・
調
査
・
情
報
サ
ー
ビ
ス
16
.3
9.
8
5.
1
2.
3
25
.7
13
.5
6.
1
5.
6
2.
9
1.
3
41
.1
21
.6
9.
7
92
物
品
賃
貸
サ
ー
ビ
ス
6.
8
5.
0
3.
5
0.
6
15
.0
10
.5
1.
9
4.
0
2.
8
0.
5
23
.9
16
.8
3.
0
93
自
動
車
・
機
械
修
理
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
29
.1
12
.6
8.
8
11
.3
4.
9
3.
4
40
.4
17
.5
12
.2
94
そ
の
他
の
対
事
業
所
サ
ー
ビ
ス
30
.8
25
.1
18
.4
12
.2
44
.1
32
.3
21
.4
9.
3
6.
8
4.
5
78
.4
57
.5
38
.0
95
娯
楽
サ
ー
ビ
ス
21
7.
4
14
8.
8
98
.4
28
.5
4.
4
2.
9
0.
8
9.
1
6.
0
1.
7
16
2.
3
10
7.
3
31
.0
96
飲
食
店
1,
87
7.
0
1,
57
7.
3
72
4.
8
43
4.
5
0.
0
0.
0
0.
0
20
.1
9.
2
5.
5
1,
59
7.
3
73
4.
1
44
0.
1
97
旅
館
・
そ
の
他
の
宿
泊
所
11
2.
6
64
.7
31
.9
18
.4
0.
0
0.
0
0.
0
3.
1
1.
5
0.
9
67
.8
33
.5
19
.3
98
そ
の
他
の
対
個
人
サ
ー
ビ
ス
41
.4
39
.6
28
.5
14
.7
9.
9
7.
1
3.
7
21
.5
15
.4
7.
9
71
.0
51
.0
26
.3
99
事
務
用
品
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
5.
9
0.
0
0.
0
0.
9
0.
0
0.
0
6.
8
0.
0
0.
0
10
0
分
類
不
明
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
9.
4
3.
0
0.
6
2.
3
0.
8
0.
2
11
.8
3.
8
0.
8
　
合
　
　
　
　
　
計
3,
63
8.
1
2,
66
5.
3
1,
37
7.
6
78
4.
3
79
8.
5
46
9.
3
23
3.
2
47
7.
4
33
1.
0
11
8.
7
3,
94
1.
2
2,
17
8.
0
1,
13
6.
2
